
色版■■■　本文フォーマット　じゅん101　10pt　行間　15.55pt 

平成24年度
平成25年度

均等割額
所得割率

46,003円 43,924円
9.14% 8.23%

平成22年度
平成23年度

保険料額（年額）
（上限55万円）

均等割額
46,003円

所得割額
（※総所得金額等－33万円）×

所得割率9.14％
＝ ＋

総所得金額（被保険者＋世帯主）が
次の基準以下の世帯

基礎
控除額
(33万円）

被保険者全員の各所得が0円（年金
所得は控除額を80万円として計算）

上記以外 ７割（13,800円) →
8.5割（注1）（6,900円）

９割（4,600円）

５割（23,001円）

２割（36,802円）

基礎控除額（33万円）＋24.5万円×
被保険者の数（被保険者である世帯主を除く） 

基礎控除額（33万円）＋35万円×被保険者の数

軽減割合
（軽減後均等割額：年額）

※詳しくは加古川健康福祉事務所・役場福祉グループに設置しているチラシ、兵庫県のホー
ムページhttp://web.pref.hyogo.lg.jp/shogaishashien/index.htmlを ご覧ください。

医師の診断書・意見書など（「歩行
が困難である」ことの記載必要）、
身分証明書（運転免許証、保険証
など）

確認書類交付対象者  基準

※県障害者支援課に
　お問い合わせください

母子健康手帳

介護保険被保険者証

特定疾患医療受給者証
小児慢性特定疾患医療
受給者証

精神障害者保健福祉手帳
療育手帳

身体障害者手帳

視覚障がい  １･２･３･４級
聴覚障がい  ２･３級
平衡機能障がい  ３･５級

下肢  １･２･３･４･５･６級
体幹  １･２･３･５級

上肢機能 １･２級
移動機能
　　１･２･３･
　　４･５･６級

精神障がい者　障がい等級 １級

難病患者　特定疾患医療受給者、
　　　　　小児慢性特定疾患医療受給者

高齢者など
要介護状態の区分が  要介護 １･２･３･４･５
妊産婦　母子手帳取得時から出産後１年未満

その他歩行が困難な方　知事が特別に認める方

傷病人　けが・病気により一時的に移動の配慮
　　　　が必要な方

知的障がい者　障がい程度 Ａ

上肢  １･２級

（
身
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身
体
障
が
い
者

心臓機能障がい、腎臓機能障がい、呼吸
器機能障がい、ぼうこう又は直腸の機能
障がい、小腸機能障がい  １･３･４級

乳幼児期以前の
非進行性の脳病
変による運動機
能障がい

ヒト免疫不全ウイルスによる免疫機能障
害、肝臓機能障害　１･２･３･４級

肢
体
不
自
由

▶対象者　下の交付要件に該当し、歩行が困難な方
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身体障害者
自動車運転免許取得
費用の助成

　身体に障がいのある方が自動
車運転免許を取得するのに要す
る費用の一部を助成しています。
▶対象者　次の条件全てにあて

はまる方
①町内に1年以上住所を有して

いる方
②道路交通法第98条第１項に

規定する指定自動車教習所に
おいて技能を取得し、運転免
許を新規に取得された方

③運転免許取得に要した経費
を、自らの負担で指定自動車
教習所に支払いをされた方

④自動車を使用することにより
就業の安定、生活の向上及び
行動範囲の拡大に効果がある
と認められる身体障がい者
で、交通機関の利用が非常に
困難であると認められる方

⑤過去において、この制度によ
る助成を受けたことがない方
▶助成額　運転免許取得に要し

た経費の３分の２以内で上限
は100,000円
▶申請期間　免許取得後1ヵ月

以内に申請してください
▶問合せ　福祉グループ　
　☎０７９（４３５）２３６１

春の全国交通安全運動
４月６日（金）～15日（日）
○４月６日（金）「交通安全意識
を高める日」

　この運動は、尊い人命を交通
事故から守るため、広く住民一
人ひとりに交通安全思想及び交
通モラルの高揚を図るととも
に、思いやりのある交通行動の
実践を習慣付け住民の参画と協
働のもとに交通事故をなくすこ
とを目的とします。
★重点目標
　・自転車の交通安全
　・飲酒運転の根絶
　・夕暮れ時の交通安全
・全ての座席のシートベルト

とチャイルドシートの正し
い着用の徹底

▶問合せ　危機管理グループ
　☎０７９（４３５）０９９１

平成24・25年度
後期高齢者医療の保険料率が決定しました

●保険料率（平成24･25年度）
　保険料の大幅な上昇を抑制す
る趣旨から、広域連合決算剰余
金約31億円の全額活用と、兵庫
県に設置されている財政安定化
基金から約68億円を取り崩して、合計約99億円を繰り入れることにより、一
人当たり保険料額の上昇幅を4,310円（均等割額を2,079円、所得割率を0.91
ポイント）、6.09％の伸び率の上昇に抑えています。
●保険料額の通知について　個人ごとの保険料額は７月中旬に送付する保険料

額決定通知書でお知らせします。
●兵庫県の平成24・25年度保険料の計算方法　年間の保険料は一人ひとりが等

しく負担する「均等割額」と前年の所得に応じて負担する「所得割額」の合計
となります。保険料額（年額）の上限が50万円から55万円に変更となります。

※総所得金額等とは収入額から控除額を引いた金額です。ここでいう控除額
とは、公的年金等控除額、給与所得控除額、必要経費のことをいい、所得
控除（社会保険料控除、扶養控除等）は含みません。

●所得の低い方の軽減　以下の方は、平成23年中の所得に応じて平成24年度
の保険料額が軽減されます。軽減割合は平成23年度と同じ割合です。
①均等割額　平成23年中の世帯（世帯主と世帯内の被保険者）の総所得金額

等が一定の金額以下の方

※65歳以上の公的年金受給者は、総所得金額等から年金所得の範囲内で最
大15万円を控除し、軽減判定されます。

（注１） 本来は７割軽減ですが、軽減措置により平成24年度は8.5割軽減と
なります。

②所得割額　所得割額算定にかかる所得（総所得金額等－基礎控除額33万円）
が58万円（年金収入のみの場合は211万円）以下の方は所得割額が５割軽減
されます。

●被扶養者だった方の軽減　制度に加入する前日に、会社の健康保険などの被
用者保険の被扶養者だった方は、当分の間、所得割額はかからず、均等割額
が５割軽減されます。さらに特例として、平成24年度は均等割額が９割軽減
され、年額4,600円となります。なお、国民健康保険・国民健康保険組合に
加入されていた方は対象にはなりません。

　後期高齢者医療制度の保険料を決める基準である保険料率（均等割額と所
得割率）は２年ごとに見直されます。
▶問合せ　保険年金グループ　☎０７９（４３５）２５８１
　兵庫県後期高齢者医療広域連合事務局　☎０７８（３２６）２０２１
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